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貸借対照表 

（2019 年３月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 11,217,332 流 動 負 債 9,851,965 

現 金 ・ 預 金 388,516 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 4,340,952 

預 託 金 335,712 商 品 有 価 証 券 等 1,511,888 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 6,061,110 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 2,829,063 

商 品 有 価 証 券 等 3,064,131 約 定 見 返 勘 定 36,888 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 2,996,979 信 用 取 引 負 債 53,591 

営 業 有 価 証 券 等 28,640 信 用 取 引 借 入 金 10,773 

信 用 取 引 資 産 34,162 信用取引貸証券受入金 42,818 

信 用 取 引 貸 付 金 23,975 有 価 証 券 担 保 借 入 金 3,575,497 

信用取引借証券担保金 10,187 有価証券貸借取引受入金 914,264 

有 価 証 券 担 保 貸 付 金 3,871,953 現 先 取 引 借 入 金 2,661,233 

借 入 有 価 証 券 担 保 金 2,353,557 預 り 金 308,251 

現 先 取 引 貸 付 金 1,518,395 受 入 保 証 金 297,472 

立 替 金 488 有価証券等受入未了勘定 2,064 

募 集 等 払 込 金 1,410 受 取 差 金 勘 定 3,426 

短 期 差 入 保 証 金 387,042 短 期 借 入 金 773,484 

有価証券等引渡未了勘定 9,613 コマーシャル・ペーパー 333,200 

短 期 貸 付 金 52,652 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 76,393 

前 払 金 733 リ ー ス 債 務 174 

前 払 費 用 3,208 前 受 金 193 

未 収 入 金 7,082 未 払 金 1,812 

未 収 収 益 35,006 未 払 費 用 34,869 

貸 倒 引 当 金 △3 未 払 法 人 税 等 2,220 

固 定 資 産 378,493 賞 与 引 当 金 9,359 

有 形 固 定 資 産 12,527 変 動 報 酬 引 当 金 927 

建 物 4,673 ポ イ ン ト 引 当 金 686 

器 具 備 品 6,823 そ の 他 の 流 動 負 債 497 

土 地 1,030 固 定 負 債 874,751 

無 形 固 定 資 産 50,829 社 債 679,688 

ソ フ ト ウ ェ ア 50,233 長 期 借 入 金 173,000 

借 家 権 51 退 職 給 付 引 当 金 19,799 

電 話 加 入 権 486 そ の 他 の 固 定 負 債 2,263 

その他の無形固定資産 58 特 別 法 上 の 準 備 金 2,473 

投 資 そ の 他 の 資 産 315,137 金融商品取引責任準備金 2,473 

投 資 有 価 証 券 45,575 負 債 合 計 10,729,189 

関 係 会 社 株 式 199,101 純      資      産      の      部 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 14,360 株 主 資 本 853,401 

長 期 差 入 保 証 金 10,966 資 本 金 125,167 

長 期 前 払 費 用 6,947 資 本 剰 余 金 381,649 

前 払 年 金 費 用 18,616 資 本 準 備 金 285,831 

繰 延 税 金 資 産 19,790 そ の 他 資 本 剰 余 金 95,817 

そ の 他 5,329 利 益 剰 余 金 346,585 

貸 倒 引 当 金 △3,488 そ の 他 利 益 剰 余 金 346,585 

投 資 損 失 引 当 金 △2,062 繰 越 利 益 剰 余 金 346,585 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 13,233 

  その他有価証券評価差額金 23,023 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △9,789 

  純 資 産 合 計 866,635 

資 産 合 計 11,595,825 負 債 純 資 産 合 計 11,595,825 

 

第 13 0 期 決 算 公 告 

2019 年 6 月 21 日 

東京都千代田区大手町一丁目 5番 1号 

みずほ証券株式会社 
取締役社長 飯田 浩一 
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損益計算書 

（         ) 
（単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益  341,131 

受 入 手 数 料 151,810  

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 93,568  

営 業 有 価 証 券 等 損 益 5,287  

金 融 収 益 90,465  

金 融 費 用  77,794 

純 営 業 収 益  263,337 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費  236,229 

取 引 関 係 費 53,157  

人 件 費 86,662  

不 動 産 関 係 費 25,585  

事 務 費 43,374  

減 価 償 却 費 18,931  

租 税 公 課 5,452  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2  

そ の 他 3,064  

営 業 利 益  27,107 

営 業 外 収 益  9,044 

営 業 外 費 用  196 

経 常 利 益  35,955 

特 別 利 益  2,512 

固 定 資 産 売 却 益 1  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,511  

特 別 損 失  16,467 

固 定 資 産 除 却 損 1,463  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 338  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 163  

減 損 損 失 8,763  

シ ス テ ム 障 害 関 連 損 失 410  

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 5,215  

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 れ 112  

税 引 前 当 期 純 利 益  22,000 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,006  

法 人 税 等 調 整 額 6,600  

法 人 税 等 合 計  9,607 

当 期 純 利 益  12,393 

  

2018年４月１日から 

2019年３月31日まで 
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個別注記表 

  

１．当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成18年２月７日法務省令第13号）の規定の

ほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価

証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付 日本証券業協会自主規制規

則）に準拠して作成しております。 

２．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

  

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準および評

価方法 

 当社は、時価の変動または市場間の格差等を利用して利益を得ることならびにその

損失を減少させることを目的として、自己の計算に基づき行う有価証券の売買取引、

有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、外国市場証券先物取引、有価証

券店頭デリバティブ取引等をトレーディングと定めております。  

 トレーディング商品に属する有価証券およびデリバティブ取引等については、時価

法を採用しております。 

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

① 子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

イ.  時価のあるもの 

時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は全部純資産直入法によっており

ます。 

なお、売却原価は移動平均法により算定しております。 

ロ.  時価を把握することが極めて困難と認められるもの 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、主として組合契

約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書に基づき、その組合

財産の持分相当額を帳簿価額とし、また、組合等の営業により獲得した損益につ

いては、持分相当額を計上する方法によっております。 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物については定額法を、器具備品については定率法を採用しております。 

(2) 無形固定資産および長期前払費用 

 定額法を採用しております。 
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なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定率法を採用しております。 

  

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(2) 投資損失引当金 

投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案し、必要と

認められる額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 

(4) 変動報酬引当金 

役員および執行役員に対する報酬のうち変動報酬として支給する業績給および株式

報酬の支払いに備えるため、当事業年度の変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額

を計上しております。 

(5) ポイント引当金 

将来の「みずほ証券ポイントサービス」の利用による費用負担に備えるため、利用

実績率に基づき、当事業年度末において将来利用されると見込まれるポイントに対す

る所要額を計上しております。 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上しております。  

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の年数（10年）

による定額法によりそれぞれ発生時の翌事業年度から費用処理しております。 

(7) 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５に基づき、「金融商

品取引業等に関する内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上してお

ります。 

  

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 

① 外貨建子会社株式の為替変動リスクをヘッジするための為替予約取引について繰

延ヘッジ処理を採用しております。 

② 外貨建営業有価証券等の為替変動リスクをヘッジするための外貨建借入金につい

ては時価ヘッジ処理を採用しております。 
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③ 外貨建投資有価証券の為替変動リスクをヘッジするための為替予約取引について

は時価ヘッジ処理を採用しております。 

④ 外貨建長期貸付金の為替変動リスクをヘッジするための通貨スワップ取引につい

て振当処理を採用しております。 

(2) 退職給付に係る会計処理の方法 

計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における会計処理の方法

は、連結計算書類と異なっております。 

(3) 消費税および地方消費税の会計処理方法 

税抜き方式を採用しております。 

(4) 連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度を適用しております。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１．担保に供している資産および担保に係る債務           （単位：百万円）  

被担保債務 
種類 短期借入金 信用取引借入金 合計 

期末残高 130,000 10,773 140,773 

 担保に供し

ている資産 

トレーディング商品 180,900 － 180,900 

投資有価証券 － 11,306 11,306 

計 180,900 11,306 192,206 

上記のほか、デリバティブ取引に係る証拠金等の代用として、トレーディング商品

82,535百万円、投資有価証券23,390百万円および借入有価証券等55,969百万円を差し入

れております。 

 

２．差入有価証券等の注記 

有価証券を担保とした金融取引、有価証券の消費貸借契約、信用取引に係るものおよ

び保証金等の代用等として差し入れた有価証券、または受け入れた有価証券の時価額は

以下のとおりです。（上記１．のトレーディング商品、投資有価証券は除く。） 

(1) 差し入れた有価証券 

① 信用取引貸証券               40,213百万円 

② 信用取引借入金の本担保証券          10,493百万円 

③ 消費貸借契約により貸し付けた有価証券      938,489百万円 

④ 現先取引で売却した有価証券       2,676,239百万円 

(2) 受け入れた有価証券 

① 信用取引貸付金の本担保証券                 21,873百万円 

② 信用取引借証券                             10,064百万円 

③ 消費貸借契約により借り入れた有価証券  2,945,630百万円 

④ 現先取引で買い付けた有価証券            1,523,750百万円 

⑤ その他担保として受け入れた有価証券で、  111,893百万円 

自由処分権の付されたもの 
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３．有形固定資産の減価償却累計額         29,837百万円 

 

４．保証債務                    1,258百万円 

（うち保証債務 1,238百万円） 

（うち保証予約     20百万円） 

 

５．関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く） 

関係会社に対する短期金銭債権          75,453百万円 

関係会社に対する長期金銭債権          1,218百万円 

関係会社に対する短期金銭債務          80,718百万円 

関係会社に対する長期金銭債務           110百万円 

 

６．劣後特約付借入金 

 短期借入金および長期借入金には、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第176条に

定める劣後債務（劣後特約付借入金）が90,000百万円含まれております。 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金および退職給付引当金、賞与引当金そ

の他の有税引当金の否認であります。なお、評価性引当額は100,598百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額および前払年金費用の否

認であります。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額        430円７銭 

１株当たり当期純利益         6円15銭 

 


